
様式第１号（第３条） 

 

見  積  書 

 

令和  年  月  日 

 

分任支出負担行為担当官 

  十勝西部森林管理署長 

      信田 孝広 殿 

 

                    （見積人） 

            住 所 

            商号又は名称 

             代表者氏名 

                         （代理人） 

            氏 名 

 

 

 

 

 

￥                  

 

 

ただし                   の代金 

 

 

上記のとおり、見積心得、見積依頼書記載事項及び現場説明事項を承知の上、見積します。 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

１ 金額は円単位とし、アラビア数字をもって明記すること。 

２ 用紙の寸法は、日本産業規格 A 列４番とし、縦長に使用すること。 

 



様式第 2 号（第 3 条） 

 

 

委  任  状 

 

 

                         

 

 

             代理人氏名 

 

 

上記の者を私の代理人と定め、下記権限を委任します。 

 

 

記 

 

     

１ 見積年月日  令和  年  月  日 

 

２ 件 名 

 

３ 見積書提出に関する一切の件 

 

 

令和  年  月  日 

 

住 所 

商号又は名称 

代表者氏名 

 

 

分任支出負担行為担当官 

    十勝西部森林管理署長 

          信田 孝広 殿 

 

 

 



 

売 買 契 約 書（案） 

 

１ 品名・物件名  第  号物件  

 

２ 数量（単位）  別紙仕様書（購入数内訳書）のとおり 

 

３ 仕 様  別紙仕様書（購入数内訳書）のとおり 

 

４ 契 約 金 額  金        円 

          （うち消費税及び地方消費税の額    円） 

 

５ 納 入 期 限  令和８年３月２７日まで 

 

６ 納 入 場 所  別紙仕様書（購入数内訳書）のとおり 

 

７ 契約保証金  免除 

 

 

 上記品名・物件名について、分任支出負担行為担当官 十勝西部森林管理署長 信田 孝

広（以下「甲」という。）と  （以下「乙」という。）との間に、上記各項及び次の各契約条

項によって売買契約を締結し、信義にしたがって誠実にこれを履行するものとする。 

 

 この契約締結の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

            発注者（甲） 住 所 帯広市東９条南１４丁目２番地２ 

                   氏 名 分任支出負担行為担当官 

                       十勝西部森林管理署長 信田 孝広 

 

            請負者（乙） 住 所 

                   氏 名 



契   約   条   項 

 

第１章 総則 

（契約の目的） 

第１条 乙は、この契約書のほか、この契約書に附属する仕様書及び仕様書に添付された文書等（以

下「仕様書等」という。）に定める契約物品を納入期限までに、仕様書で指定する場所に納入し、

甲は、その代金を乙に支払うものとする。 

 

（代金） 

第２条 契約金額をもって、乙に支払われる代金の金額とする。なお、この消費税額及び地方消費

税額は、消費税法（昭和 63年法律第 108 号）第 28条第１項及び第 29 条並びに地方税法（昭和

25年法律第 226 号）第 72条の 82 及び第 72 条の 83の規定に基づき、契約金額に 110 分の 10 を

乗じて算出した額である。 

 

（納入期限及び納入場所） 

第３条 納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。 

 一 納入期限：頭書のとおり 

 二 納入場所：頭書のとおり 

 ２ 乙は、前項第１号記載の納入期限までに同項第２号記載の納入場所に契約物品を納入するも

のとする。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務の全部又は一部を甲の承諾を得ずに、第三者

に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会法（昭和 28 年法律第 196号）に

基づき設立された信用保証協会、中小企業信用保険法施行令（昭和 25年政令第 350 号）第１条

の３に規定する金融機関、資産の流動化に関する法律（平成 10年法律第 105号）第２条第３項

に規定する特定目的会社又は信託業法（平成 16 年法律第 154 号）第２条第２項に規定する信託

会社に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。 

２ 乙がこの契約により行うこととされた全ての給付を完了する前に、乙が前項ただし書きに基づ

いて債権の譲渡を行い、乙又は乙から債権を譲り受けた者が甲に対し、民法第 467 条若しくは債

権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成 10年法律第 104号）第２条第２項

に規定する通知又は承諾の依頼を行った場合にあっては、甲は、乙に対して有する請求債権につ

いて、譲渡対象債権金額と相殺し、又は、譲渡対象債権金額を軽減する権利その他一切の抗弁権

を保留する。 

３ 第一項ただし書きに基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が行う弁済

の効力は、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165号）第 42 条の２の規定に基づき、センタ

ー支出官に対して支出の決定の通知を行った時に生ずるものとする。 

 

（再委託） 

第５条 乙は、業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者（以下「再委託を受ける者」とい

う。）に委任し、又は請け負わせてはならない。 

   なお、主たる部分とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断

等をいうものとする。 

 ２ 乙は、効率的な履行を図るため、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせること（以

下「再委託」という。）を必要とするときは、あらかじめ再委託を受ける者の住所、氏名、再委



託する業務の範囲、その必要性及び契約金額について記載した書面を甲に提出し、甲の承認を得

なければならない。ただし、再委託ができる業務は、原則として契約金額に占める再委託又は再

請負金額の割合（「再委託比率」という。以下同じ。）が 50 パーセント以内の業務とする。 

 ３ 乙は、前項の承認を受けた再委託について、その内容を変更する必要が生じたときは、同項

に規定する書面を甲に提出し、あらかじめ甲の承認を得なければならない。 

 ４ 乙は、再々委託又は再々請負（再々委託又は再々請負以降の委託又は請負を含む。以下同じ。）

を必要とするときは、再々委託又は再々請負の相手方の住所、氏名及び業務の範囲を記載した書

面を、第２項の承認の後、速やかに、甲に届け出なければならない。 

 ５ 乙は、再委託の変更に伴い再々委託又は再々請負の相手方又は業務の範囲を変更する必要が

ある場合には、第３項の変更の承認の後、速やかに前項の書面を変更し、甲に届け出なければな

らない。 

 ６ 甲は、前二項の書面の届出を受けた場合において、この契約の適正な履行の確保のため必要

があると認めるときは、乙に対し必要な報告を求めることができる。 

 ７ 乙は、本契約の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う再委託を受ける者の行為に

ついて、甲に対して全ての責任を負うものとする。 

 ８ 乙は、本契約の一部を再委託するときは、乙がこの契約を遵守するために必要な事項につい

て本契約書を準用して、再委託を受ける者と約定しなければならない。 

 ９ 再委託する業務が委託業務を行う上で発生する事務的業務（印刷・製本、翻訳、会場設営及

び運送・保管に類する業務）であって、再委託比率が 50 パーセント以内であり、かつ、再委託

する金額が 100 万円以下である場合には、軽微な再委託として第２項から第６項までの規定は、

適用しない。 

 

（代理人の届出） 

第６条 乙は、本契約に基づく業務に関する事務の全部又は一部を行わせるため、代理人を選任す

る場合は、あらかじめ、書面により甲に届け出るものとする。 

 

（製造工場の届出） 

第７条 甲が指示した場合、乙はこの契約書作成の日から５日以内に、製造工場名及びその所在地

を書面をもって甲に届けるものとする。 

 

（仕様書等の疑義） 

第８条 乙は、仕様書等に疑義がある場合は、速やかに甲の説明を求めるものとする。 

２ 乙は、前項の説明に従ったことを理由として、この契約に定める義務の履行の責めを免れない。

ただし、乙がその説明の不適当なことを知って、速やかに異議を申し立てたにもかかわらず、甲

が当該説明によることを求めたときは、この限りでない。 

 

（図面等の承認） 

第９条 仕様書等に特に定めがある場合は、乙は図面又は見本等を作成して甲の承認を受けるもの

とし、甲の承認を受けた当該図面又は見本等（以下「承認図面等」という。）は、仕様書に添付

された図面又は見本等の一部となったものとみなす。承認図面等が仕様書に添付された図面、見

本又は図書に定めるところと矛盾する場合は、承認図面等が優先する。 

２ 乙は、承認図面等に従ったことを理由として、この契約に定める義務の履行を免れない。ただ

し、前項の承認が、内容の変更を条件として与えられた場合に、乙が当該条件に対して異議を申

し立てたにもかかわらず、甲がその条件によることを求めたときは、この限りでない。 

 



（納入計画の届出） 

第 10 条 乙は、甲が指示した場合は、甲の指定する書面により速やかに納入の計画を甲に届け出る

ものとし、これを変更しようとするときも同様とする。 

 

（包装、梱包及び運送） 

第 11 条 乙は、仕様書等に定めるところにより、契約物品に必要な包装及び梱包を行うものとする。 

 ２ 包装、梱包及び納入場所までの運送並びに契約物品の据付け調整等（仕様書等に含めた場合

に限る。）に必要な費用は、代金に含まれるものとする。 

 

第２章 契約の履行 

（検査の申請、物品の納入等） 

第 12 条 乙は、契約物品を納入場所に納入（仕様書等に定める契約物品の据付け調整等を含む。以

下同じ。）しようとするときは、書面により検査の申請を行い、甲の指示を受けるものとする。 

２ 乙は、契約物品を納入するときは、書面により甲又は甲が指定する納入場所の局所の長に通知

するものとする。 

３ 前項の場合において、乙は、当該物品の数量、外観等について、甲若しくは甲が指定する納入

場所の局所の長又はそれぞれの指定する職員の確認を受けたのち、その指示するところにより開

梱の上、その指定する場所に格納するものとする。 

４ 乙は、甲が指定する納入場所の局所に納入する契約物品については、甲の指示するところによ

り、納入したことを証明する資料を添付した書面により、甲に遅滞なく通知するものとする。 

５ 乙は、第三者に契約物品を納入させる場合には、仕様書等に定める納入方法及び第３項に規定

する事項を契約物品を持ち込む者に遵守させるものとする。 

 

（検査） 

第 13 条 甲又は甲が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は、前条の規定

により申請を受理した日から起算して 10 日以内に、乙の立会を求めて、甲の定めるところによ

り検査を行い、合格又は不合格の判定をするものとする。ただし、乙が立ち会わない場合は、乙

の欠席のまま検査をすることができる。 

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙が契約物品を納入する前に、乙の製造工場又は甲の指定

する場所で検査を行うことができる。 

３ 甲は、前２項の規定により合格又は不合格の判定をした場合は、速やかに乙に対し、その結果

を通知するものとする。なお、前条の規定による申請を受理した日から起算して 14日以内に通

知をしないときは、合格したものとみなす。 

４ 乙は、検査職員の職務の遂行につき、相当の範囲内で協力するものとする。 

５ 乙は、検査に先立ち検査職員の指示するところにより、社内検査を実施した場合は、社内検査

成績書を甲に提出するものとする。 

６ 検査職員は、検査に当たり、必要があると認めるときは、契約物品の品質性能に関し、必要な

書類の提出を求めるほか、契約物品の一部を破壊、分解又は理化学試験により検査をすることが

できる。 

７ 検査を受けるのに必要な費用は、代金に含まれるものとする。 

８ 甲は、前各項に定める検査に関する事務を第三者に委託することができる。この場合、甲は、

適宜の方法により乙にその旨通知するものとする。 

 

（代品等に係る検査） 

第 14 条 乙は、前条に規定する検査に不合格となった場合は、第 15 条の規定により値引受領する



場合及び第 21条第２項の規定により減額請求する場合を除き、遅滞なくこれを引き取るものと

する。また、乙は、甲の要求があれば、甲の指定する期間内に改めて代品を納入し、検査を受け

るものとする。この場合において、履行遅滞が生じたときは、乙はその責めを免れることができ

ないものとする。 

２ 前項の場合において、相当期間内に乙が引き取らないときは、甲は、乙の負担において、当該

物品を返送し、又は保管を託すことができる。 

３ 前条の規定は、第１項の代品の検査の場合に準用する。 

 

（値引受領） 

第 15 条 甲は、第 13条の規定による検査の結果、不合格となった契約物品について、使用上支障

がないと認めたときは、契約金額について相当額を減額して、その納入を認めることができる。 

 

（所有権及び危険負担の移転） 

第 16 条 契約物品の所有権は、第 14 条の規定による検査に合格し、甲が当該物品を受領したとき

又は前条の規定により甲が当該物品の納入を認め、それを受領若しくは第 21条第２項の規定に

より減額請求した場合において、甲が当該物品の納入を認め、それを受領したときに、乙から甲

に移転するものとする。 

２ 前項の規定により契約物品の所有権が甲に移転したときに、甲は乙の責めに帰すべからざる事

由による契約物品の滅失、毀損等の責任を負担するものとする。 

３ 契約物品の包装等は、仕様書等に特に定めのあるものを除き、契約物品の所有権の移転ととも

に甲に帰属するものとする。 

 

（代金の請求及び支払） 

第 17 条 乙は、契約物品を納入した場合において、甲の行う全ての検査に合格したときは、支払請

求書により代金を甲に請求するものとする。 

２ 甲は、前項に定める適法な支払請求書を受理したときは、受理した日から起算して 30 日（以下

「約定期間」という。）以内に代金を支払うものとする。 

 

（支払遅延利息） 

第 18 条 甲は、約定期間内に代金を乙に支払わない場合は、約定期間満了の日の翌日から支払をす

る日までの日数に応じ、未支払金額に対し、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める

告示に基づき、財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を、遅延利息として乙に支払うもの

とする。ただし、約定期間内に支払をしないことが天災地変等やむを得ない理由による場合は、

当該理由の継続する期間は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないもの

とする。 

２ 前項の規定により計算した遅延利息の額が 100円未満である場合は、遅延利息を支払うことを

要しないものとする。 

３ 甲が第 14条第１項に定める期間内に合否の判定をしない場合は、その期間を経過した日から合

否の判定をした日までの日数は、約定期間の日数から差し引くものとし、また、当該遅延期間が

約定期間の日数を超える場合は、約定期間は満了したものとみなし、甲は、その超える日数に応

じ、前２項の計算の例に準じ、第１項に定める利率をもって計算した金額を乙に対して支払うも

のとする。 

 

（納入期限の猶予） 

第 19 条 乙は、納入期限までに義務を履行できない相当の理由があるときは、あらかじめ、その理



由及び納入予定日を甲に申し出て、納入期限の猶予を書面により申請することができる。この場

合において、甲は、納入期限を猶予しても、契約の目的の達成に支障がないと認めるときは、こ

れを承認することができる。この場合、甲は原則として甲が承認した納入予定日まではこの契約

を解除しないものとする。 

２ 乙が納入期限までに義務を履行しなかった場合、乙は、前項に定める納入期限の猶予の承認の

有無にかかわらず、納入期限の翌日から起算して、契約の履行が完了した日（納入期限遅延後契

約を解除したときは、解除の日。）までの日数に応じて、当該契約金額に民法第 404 条第 4項に

規定する各期における法定利率を乗じて計算した額の遅滞金を甲に対して支払うものとする。た

だし、その金額が 100円未満であるときは、この限りでない。 

３ 前項の規定による遅滞金のほかに、第 29 条第１項の規定による違約金が生じたときは、乙は甲

に対し当該違約金を併せて支払うものとする。 

４ 甲は、乙が納入期限までに義務を履行しなかったことにより生じた直接及び間接の損害（甲の

支出した費用のほか、甲の人件費相当額を含む。以下同じ。）について、乙に対してその賠償を

請求することができる。ただし、第 29条第１項の規定による違約金が生じたときは、同条第３

項の規定を適用するものとする。 

 

第３章 契約の効力等 

（契約物品の納入不能等の通知） 

第 20 条 乙は、理由の如何を問わず、納入期限までに契約物品を納入する見込みがなくなった場合、

又は契約物品を納入することができなくなった場合は、直ちに甲にこの旨を書面により通知する

ものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第 21 条 納入された契約物品が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない（以下「契約

不適合」という。）場合は、甲は、自らの選択により、乙に対し本契約物品の修補、代替物の引

渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完（以下単に「履行の追完」という。）を請求すること

ができる。ただし、乙は、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求した方法と異

なる方法による履行の追完をすることができる。 

２ 前項に規定する場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に

履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求

することができる。 

  一 履行の追完が不能であるとき。 

  二 乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

  三 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなけれ

ば契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行の追完をしないでその時期

を経過したとき。 

  四 前三号に掲げる場合のほか、甲がこの項の催告をしても履行の追完を受ける見込みがない

ことが明らかであるとき。 

３ 甲が、契約物品の履行の追完を請求した場合で、履行の追完期間中契約物品を使用できなかっ

たときは、甲は、当該履行の追完期間に応じて第 19条第２項の規定に準じて計算した金額を乙

に対し請求することができる。 

４ 甲は、第１項に規定する契約不適合が重大と認める場合又は乙が第１項に規定する甲の請求に

応じない場合、この契約を解除することができる。この場合において、乙は甲に対し、第 29 条

第１項の規定による違約金を支払うものとする。ただし、甲は返還すべき契約物品が既にその用



に供せられていたとしても、これにより受けた利益を返還しないものとする。

５ 甲は、第１項に規定する契約不適合により生じた直接及び間接の損害について、乙に対してそ

の賠償を請求することができる。ただし、第 29 条第１項の規定による違約金が生じたときは、

同条第３項の規定を適用するものとする。

６ 甲は、契約物品の種類又は品質に関する契約不適合が発見された場合は、発見後１年以内に乙

に対して通知するものとする。

７ 第１項の規定に基づく成果物の履行の追完の義務の履行については、性質の許す限り、この契

約の各条項を準用する。

８ 第１項の規定に基づき履行の追完がされ、再度引き渡された契約物品に、なお本条の規定を準

用する。

９ 履行の追完に必要な一切の費用は、乙の負担とする。

第４章 契約の変更等

（契約の変更）

第 22 条 甲は、契約物品の納入が完了するまでの間において、必要がある場合は、納入期限、納入

場所、契約数量、仕様書等の内容その他乙の義務に関し、この契約に定めるところを変更するた

め、乙と協議することができる。

２ 前項の規定により協議が行われる場合は、乙は、見積書等甲が必要とする書類を作成し、速や

かに甲に提出するものとする。

３ 乙は、この契約により甲のなすべき行為が遅延した場合において、必要があるときは、納入期

限を変更するため、甲と協議することができる。

（事情の変更）

第 23 条 甲並びに乙は、この契約の締結後、天災地変、法令の制定又は改廃、その他の著しい事情

の変更により、この契約に定めるところが不当となったと認められる場合は、この契約に定める

ところを変更するため、協議することができる。

２ 前条第２項の規定は、前項の規定により契約金額の変更に関して、協議を行う場合に準用する。

（甲の催告による解除権）

第 24 条 甲は、乙が次の各号の一に該当する場合において、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念に照らして軽微

であるときは、この限りでない。

  一 乙が納入期限（第 19 条第１項により猶予を承認した場合は、その日。）までに、契約物品

を納入しなかったとき又は納入できないことが客観的に明らかなとき。

  二 第 13条第１項の規定による検査に合格しなかったとき。

  三 第 21条第４項に該当するとき。

  四 前３号に定めるもののほか、乙がこの契約のいずれかの条項に違反したとき。

  五 この契約の履行に関し、乙又はその代理人、使用人に不正又は不誠実な行為があったとき。

（甲の催告によらない解除権）

第 25 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約の解除をすることができる。

  一 債務の全部の履行が不能であるとき。

  二 乙がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

  三 債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確



に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

  四 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなけれ

ば契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行をしないでその時期を経過

したとき。 

  五 乙に破産手続開始、再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあるなど、経営状態が著し

く不健全と認められるとき。 

  六 乙が、制限行為能力者となり又は居所不明になったとき。 

  七 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、乙が前条の催告をしても契約を

した目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

２  次に掲げる場合には、甲は、前条の催告をすることなく、直ちに契約の一部の解除をすること

ができる。 

  一 債務の一部の履行が不能であるとき。 

  二 乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、第１項及び第２項に該当する場合とみなす。 

  一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の規定により選任された破産管財人 

  二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第 154 

号）の規定により選任された管財人 

  三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225 

号）の規定により選任された再生債務者 

 

（甲の責めに帰すべき事由による場合） 

第 26 条  債務の不履行が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、前２条の規定に

よる契約の解除をすることができない。 

 

（甲の任意解除権） 

第 27 条 甲は、第 24 条又は第 25条に定める場合のほか、甲の都合により必要がある場合は、この

契約の全部又は一部を解除することができる。この場合、甲は乙に対して契約の解除前に発生し

た乙の損害を賠償するものとする。 

 

（甲の損害賠償請求等） 

第 28 条 甲は、第 19条第４項又は第 21 条第５項に規定する場合のほか、乙がその債務の本旨に従

った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるときは、甲は、これによって生じた損害の賠

償を請求することができる。ただし、その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引

上の社会通念に照らして乙の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限

りでない。 

２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、甲は、次に掲げるときは、

債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることができる。 

  一 債務の履行が不能であるとき。 

  二 乙がその債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

  三 債務が契約によって生じたものである場合において、その契約が解除され、又は債務の不

履行による契約の解除権が発生したとき。 

 

（違約金） 

第 29 条 乙は、第 24条又は第 25条の規定により、この契約の全部又は一部を甲により解除された



場合は、違約金として解約部分に対する価格の 100分の 20 に相当する金額を甲に対して支払う

ものとする。ただし、その金額が 100円未満であるときは、この限りではない。 

２ 前項の規定による違約金のほかに、第 19 条第２項の規定による遅滞金が生じているときは、乙

は甲に対し当該遅滞金を併せて支払うものとする。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた直接及び間接の損害の額が、違約金の額を超過する場合において、

甲がその超過分の損害につき、賠償を請求することを妨げないものとする。 

 

（乙の解除権） 

第 30 条 乙は、甲がその責めに帰すべき理由により、契約上の義務に違反した場合においては、相

当の期間を定めてその履行を催告し、その期間内に履行がないときは、この契約の全部又は一部

を解除することができる。 

２ 前項の規定は、乙が乙に生じた実際の損害につき、賠償を請求することを妨げない。 

３ 前項の規定による損害賠償の請求は、解除の日から 30日以内に書面により行うものとする。 

 

（知的財産権） 

第 31 条 乙は、契約物品の使用、収益及び処分が第三者の知的財産権を侵害しないことを保証する。

乙は、第三者の知的財産権の侵害に関する請求、訴訟等により甲に生じる一切の損害を賠償する

ものとする。 

２ 乙は、仕様書等に知的財産権に関する特別な定めがあるときは、これに従うものとする。 

 

（支払代金の相殺） 

第 32 条 この契約により乙が甲に支払うべき金額があるときは、甲はこの金額と乙に支払う代金を

相殺することができる。 

 

第５章 談合等の排除特約条項 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第 33 条 甲は、この契約に関し、乙が次の各号の一に該当するときは、何らの催告を要せず、契約

の全部又は一部を解除することができる。 

  一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は第８条の２（同法

第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行った

とき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の

規定による課徴金納付命令を行ったとき又は同法第７条の２第 18 項若しくは第 21 項の規定に

よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

  二 乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）

が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６若しくは第 198条又は独占禁止法第 89 条第１項

若しくは第 95条第１項第１号の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき。 

２ 乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には、速やかに、当該

処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第 34 条 乙は、この契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が前条により契約の全部又は

一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の 100分の 10に相当する額を違約金として甲 が

指定する期日までに支払わなければならない。 

  一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条又は第８条の２（同法第



８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行い、当

該排除措置命令が確定したとき。 

  二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法第８条

の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金納付命令を行い、当該納

付命令が確定したとき。 

  三 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第 18項又は第 21項

の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

  四 乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）

に係る刑法第 96条の６若しくは第 198条又は独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95条第１項

第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するときは、前項の契約

金額の 100 分の 10 に相当する額のほか、契約金額の 100分の５に相当する額を違約金として甲

が指定する期日までに支払わなければならない。 

  一 前項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第７項の規定の

適用があるとき。 

  二 前号の納付命令又は審決において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったと

き。 

  三 乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出していると

き。 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、

甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

第６章 暴力団排除特約条項 

（属性要件に基づく契約解除） 

第 35 条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を 

解除することができる。 

  一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体で

ある場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であるとき 

  二 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

  四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき 

  五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第 36 条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、何らの

催告を要せず、本契約を解除することができる。 

  一 暴力的な要求行為 



  二 法的な責任を超えた不当な要求行為 

  三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

  四 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 

  五 その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第 37 条 乙は、前二条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当し

ないことを確約するものとする。 

２ 乙は、前二条各号の一に該当する行為を行った者（以下「解除対象者」という。）を下請負人

等（下請負人（下請負が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む。）、受任者（再委任以降

の全ての受任者を含む。）及び下請負人若しくは受任者が当該契約に関して個別に契約する場合

の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としないことを確約するものとする。 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第 38 条 乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該下請負

人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなければならない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の契

約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約を解

除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解

除することができる。 

 

（損害賠償） 

第 39 条 甲は、第 35 条、第 36 条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これによ

り乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第 35条、第 36 条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲

に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第 40 条 乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反社会的勢力から不

当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、

又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告すると

ともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

 

第７章 秘密の保全 

（秘密の保全） 

第 41 条 甲は、この契約の履行に際して、知り得た相手方の秘密を第三者に漏らし、又は利用して

はならない。 

 

第８章 雑則 

（調査） 

第 42 条 甲は、契約物品について、その原価を確認する場合、又はこの契約に基づいて生じた損害

賠償、違約金その他金銭債権の保全又はその額の算定等の適正を図るため必要がある場合は、乙

に対し、その業務若しくは資産の状況に関して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、参考と

なるべき報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に乙の営業所、工場その他の関係場所に

立ち入り、調査させることができる。 



２ 乙は、前項に規定する調査に協力するものとする。 

 

（紛争の解決） 

第 43 条 甲並びに乙は、この契約の履行に関し、紛争又は疑義が生じた場合は、その都度協議して

円満に解決するものとする。 

 

（評価内容の担保） 

第 44 条 乙がこの契約において履行すべき内容は、仕様書及び入札に際して乙が提出した提案書並

びにその他の書類で明記した全ての内容とする。 

 

（裁判所管轄） 

第 45 条 この契約に関する訴えは、釧路地方裁判所の専属管轄に属するものとする。 



仕  様  書
（購入数内訳書）

第１号物件

事務用品類ほか

十勝西部森林管理署



第1号物件：事務用品類ほか

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

1 1 回転台座付ホースリール グリーンライフ PRQK-20
左記と同等品
ホース長さ20m、蛇口外径16mm 1 台

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 2 掃除機 日立 CV-SF80A

左記と同等品
キャニスタータイプ、サイクロン方式、色指定
なし

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 3 除草剤 日産化学
ラウンドアップマック
スロード

左記と同等品
5.5L、原液タイプ 3 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 4 防虫ネット コヒナタ
フェイスガード
ロングタイプ
10380

左記と同等品
ブラック

2 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 5 電気ポット タイガー PIP-G220
左記と同等品
2.2L 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 6 融雪剤 トクヤマ 塩化カルシウム
左記と同等品
25㎏入り、粒状 5 袋

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 7 多目的ライター 東海
CRチャッカマンミニ
スライドタイプ

左記と同等品
色指定なし

5 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 8 ハッカ油 北見ハッカ通商 1171
左記と同等品
20ｍｌボトル

3 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 9 クリップファイル セキセイ FB-2015-60
左記と同等品
ブラック、A5-E

5 冊
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 10 クーラーボックス 伸和 11H
左記と同等品
容量11リットル、ハードタイプ、色：ホワイト

2 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量



第1号物件：事務用品類ほか

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

1 11 キーボード エレコム TK-FBM120KBK
左記と同等品
Bluetooth5.0、テンキー付きフルキーボード 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 12 紙めくり コクヨ メク-25TP
左記と同等品
キャップ型、透明ピンク、Sサイズ、3個入り 5 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 13 紙めくり コクヨ メク-26TP
左記と同等品
キャップ型、透明ピンク、Mサイズ、3個入り 5 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 14 紙めくり コクヨ メク-27TP
左記と同等品
キャップ型、透明ピンク、Lサイズ、3個入り 5 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 15 ゴム手袋 オカモト No310

左記と同等品
厚さ0.09mm、天然ゴム（ラテックス）、Lサイ
ズ、100枚入り

3 箱
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 16 デスクマット コクヨ マ－647M
左記と同等品
外寸法 1387×687mm、下敷付

適用 1 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 17 三角定規セット シンワ測定 77066
左記と同等品
18ｃｍ型、直角二等辺三角定規・三角定規2枚
1組

3 組
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 18 製本テープ ニチバン BK-2535
左記と同等品
契約書割印用、25mm幅×10m、白色 適用 10 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 19 要 モバイルモニター AOPEN 16PM1QJbmiuux
左記と同等品
詳細は別紙仕様書№１のとおり

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 20 自撮り棒 エレコム P-SSB01RBK

左記と同等品
Bluetooth3.0対応、回転ホルダータイプ、4.0～
6.5インチスマートフォン対応

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



第1号物件：事務用品類ほか

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

1 21 キーホルダー名札 SONIC GP-661
左記と同等品
1ケース30個入り

2 ケース
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 22 要 ラベルライター用カートリッジ KING　JIM SS36R
左記と同等品
白ラベル、文字色：赤、テープ幅：36mm

3 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 23 ラミネートフィルム
アイリス
オーヤマ

LZ-25A350
左記と同等品
厚さ250ミクロン、A3サイズ、1パック50枚入り

3 パック
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 24 耐水強化紙 コクヨ LBP-WP230
左記と同等品
A3サイズ、厚さ0.12mm、1袋50枚入り

3 袋
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 25 レーザーポインター マイゾックス LPG350
左記と同等品
到達距離最大約200m 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 26 モニターアーム
サンワ
サプライ

100-LA030
左記と同等品
デュアル（左右）タイプ、耐荷重各アーム10kg 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 27 レーザーポインター
サンワ
サプライ

LP-RD314GM
左記と同等品
高照度タイプ 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 28 ペーパーパンチ ＭＡＸ EP-50CNⅡ
左記と同等品
穴あけ能力：PPC用紙1～50枚、2穴式

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

1 29 タッチペン オウルテック OWL-TPSE05-BK
左記と同等品

1 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



液晶パネル方式：IPS、非光沢、バックライト：LED

画素ピッチ：０．１７９ｍｍ

応答速度：６ms（ＧＴＧ）

別紙Ｎｏ．1 調 達 物 品 の 仕 様 書

【仕様の詳細・見本】

物件番号 1 項目番号

入力端子：miniHDMI２．０×１、USB３．２ポート（Type-C、Gen1、最大５Gbps、PD対応、アップストリームポート/ダウンストリームポート兼用）×２

スピーカー：１Ｗ＋１Ｗステレオスピーカー

キックスタンド付き（３段階チルト調整）

モバイルモニター19 品名ＮＯ．

パネルサイズ：１５．６インチ

解像度：１９２０×１０８０、フルＨＤ、１６：９



 

仕  様  書 
（購入数内訳書） 

 

第２号物件 

現場用品類 

 

 

十勝西部森林管理署 



第2号物件：現場用品類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

2 1 スパークプラグ NGK BPM8Y

左記と同等品
端子形状分離型、熱価8番、小型2ストローク
エンジン用

4 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 2 ２サイクルエンジンオイル
やまびこジャパ
ン

X697-000301
左記と同等品
1リットル

2 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 3 チェンオイル
やまびこジャパ
ン

X697-000120
左記と同等品
4リットル、粘度#50 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 4 混合燃料容器 トラスコ TO-KT2
左記と同等品
容量2リットル 2 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 5 丸ヤスリ オレゴン 70503T
左記と同等品
4.8mm、1セット12本入り

1 セット
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 6 ハンマー 藤原産業
ファイバーグラス柄石
頭槌

左記と同等品
1.5Kg 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 7 コンパネビス 八幡ねじ 4.0×45
左記と同等品
長さ45、呼び4、95本入り2箱1セット 1 セット

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 8 消防用ホース サクラホース SRA16
左記と同等品
65㎜×20ｍ　カラー：オレンジ

1 巻
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 9 コンパネ カットコンパネ

左記と同等品
ｔ12×450×360mm
（切削代含む、加工誤差を認める）

140 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 10 土壌硬度計 藤原製作所
山中式土壌高度計
（標準型）

左記と同等品
1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量



第2号物件：現場用品類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

2 11 クリノメーター マイゾックス キンゾクマツオ
左記と同等品
金属松尾型

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 12 pHメーター HORIBA PH-33B

左記と同等品
測定範囲Ph0～14、分解能0.01pH、精度±
0.01pH

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 13 樹木診断用鋼棒
ダイトウテクノグ
リーン

樹木診断用鋼棒
左記と同等品
ステンレス製、長さ70cm（最大測定） 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 14 三角スケール コクヨ TZ-1562N
左記と同等品
1/100、1/200、1/300、1/400、1/500、1/600 3 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 15 コンベックス タジマツール GL19-55BL
左記と同等品
テープ幅19mm、テープ長さ5.5m、ロック機能
付き

2 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 16 デジタルノギス KTC GND15
左記と同等品
測定範囲0～150mm 1 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 17 巻尺 タジマツール HTN-50
左記と同等品
長さ50m、テープ幅13mm、テープ材質鋼製 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 18 巻尺 タジマツール YSR-50

左記と同等品
長さ50m、テープ幅13mm、テープ材質ガラス
繊維

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 19 要 自転車 TRUSCO THR5526
左記と同等品
折り畳み式、26インチ、ノーパンクフレックスタ
イヤ仕様

2 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 20 手持ち黒板 土牛 PB-1GN
左記と同等品
伸縮式、色：グリーン

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



第2号物件：現場用品類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

2 21 六角ナット 大阪魂 M5
左記と同等品
高さ4mm、ねじピッチ0.8mm、ステンレス製、1
袋20個入り

10 袋
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 22 六角ボルト 大阪魂 M5×30
左記と同等品
長さ30mm、ねじピッチ0.8mm、ステンレス製、1
袋4本入り

50 袋
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 23 スプリングワッシャー 大阪魂 M5
左記と同等品
外径9.2Φmm、厚さ1.3mm、1パック550個入り 1 パック

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 24 三角スケール シンワ測定 74977

左記と同等品
1/20、1/50、1/100、1/200、1/250、1/300、ア
ルミ製

1 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 25 シャックル 太陽興産 シャックル
左記と同等品
φ6mm、0.12ｔ、電気メッキ

60 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 26 シャックル 太陽興産 シャックル
左記と同等品
φ16mm、0.8ｔ、電気メッキ

10 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 27 チルホール
カツヤマ
キカイ

T-7
左記と同等品
0.75t、けん引、φ8.3×20m付き 1 台

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 28 滑車 スリーエッチ 75×1S
左記と同等品
フック型、使用荷重0.5t、車輪径75Φmm

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 29 チルホール用交換ワイヤー
カツヤマ
キカイ

チルホール用交換ワ
イヤー

左記と同等品
上記№27チルホール用、20mフック付

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 30 ラッシングベルト JET INOUE E625994
左記と同等品
ベルト長さ固定側1m、ベルト長さ巻取側7m、
使用荷重1,500kg、ラチェットバックル式

4 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



第2号物件：現場用品類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

2 31 ラチェットベルト荷締機 SK11 RTA-25SBL 2ホン
左記と同等品
自動巻き取り式、ベルト長さ2.4m（固定側1m、
巻取側2m）、1セット2本組

10 セット
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 32 要 電動工具（マルチツール） マキタ TM51DRG
左記と同等品
充電式、バッテリー容量6.0Ah、電圧18v 1 台

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 33 厚鉄板用ビス
アックス
ブレーン

MBT-525N

左記と同等品
呼びM5、長さ25mm、ナベ形状、適合板厚（鉄
板）2.3～9.0mm、1箱96本入り

7 箱
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 34 ベルトスリング 田村総業 ZE0350400
左記と同等品
全長4m、ベルト幅35mm、最大使用荷重1.6t 3 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 35 ベルトスリング 田村総業 ZE0750500
左記と同等品
全長5m、ベルト幅75mm、最大使用荷重3.2t 3 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 36 折りたたみコンテナ TRUSCO TR-C50B-OD
左記と同等品
容量51.3L、色OD 1 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 37 要 電動工具（アースオーガ） マキタ DG002G
左記と同等品
充電式、ビット直付け、φ200mm、直流36V 1 台

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 38 アースオーガ用ビット マキタ A-79566
左記と同等品
径：φ150mm、全長800mm
上記№37アースオーガ適合品

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 39 要
電動工具用リチウムイオンバッテ
リー

マキタ BL4040
左記と同等品
バッテリ容量4.0Ah、最大出力1.5kwクラス

3 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

2 40 要 急速充電器 マキタ DC40RB

左記と同等品
2口タイプ、上記№39リチウムイオンバッテリー
対応品

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



第2号物件：現場用品類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

2 41 ガンタッカーケース 竹谷商事 B-0405
左記と同等品
帆布製

1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



 

仕  様  書 
（購入数内訳書） 

 

第３号物件 

保安具類・刃物類 

 

 

十勝西部森林管理署 



第3号物件：保安具類・刃物類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

3 1 要 チェンソー 共立 CS500DEH/45RV21
左記と同等品
排気量50.2cm3、バーサイズ45cm、3軸合成
値5.1m/s2

2 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 2 チェンソー用ガイドバー 共立 X125-000242

左記と同等品
スプロケットノーズバー（交換型）
バーサイズ45cm、上記№1チェンソー適合品

2 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 3 ソーチェン替刃 オレゴン 21BPX-72E
左記と同等品
コマ数72、上記№1チェンソー適合品 4 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 4 保安帽 共立 PT000200AKJ
左記と同等品
イヤーマフ・保護用バイザー付き 5 個

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 5 防護衣 ハスクバーナ 5464249-03
左記と同等品
Lサイズ 3 着

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 6 防護衣 ハスクバーナ 5464249-02
左記と同等品
Mサイズ 2 着

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 7 防振手袋 共立 FT01LK
左記と同等品
Lサイズ 3 双

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 8 防振手袋 共立 FT02MK
左記と同等品
Mサイズ 2 双

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 9 グラインダー用ディスク イチグチ TDE10015-A
左記と同等品
粒度120

5 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 10 刈払機用チップソー マキタ A－56932
左記と同等品
外径Φ255mm、刃数40 3 枚

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量



第3号物件：保安具類・刃物類

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

3 11 鞘入り鋸 シルキー 102-27
左記と同等品
刃渡り27mm、鞘入り本体

5 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 12 刈払機用チップソー マキタ A-49987
左記と同等品
外径φ255mm、刃数60

6 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 13 要 芝刈機用替刃 バロネス K253000001R
左記と同等品
GM500B用ロータリーナイフ、500mm 1 枚

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 14 ヘルメット用防寒タレ 谷沢製作所 1922-WR 左記と同等品 1 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 15 要 高枝チェンソー マキタ MUA251DZ
左記と同等品
刃長250mm、伸縮式、長さ最長4,011mm、充
電式（バッテリー、充電器除く）

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 16 チェーン刃 マキタ A-42743

左記と同等品
250mm、上記№14充電式高枝チェンソー適合
品

3 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

3 17 チェンソー用ガイドバー マキタ 161887-6

左記と同等品
バー長さ250mm、スプロケットノーズバー
上記№14充電式高枝チェンソー適合品

3 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



仕  様  書
（購入数内訳書）

第４号物件

車両用品類（役務含む）

十勝西部森林管理署



第4号物件：車両用品類（役務含む）

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

4 1 要 充電式空気入れ マキタ MP181DZ

左記と同等品
バッテリー電圧18v、最高圧力1110kpa

1 台
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 2 夏用ワイパーブレード PIAA CFG65
左記と同等品
650mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 3 夏用ワイパーブレード PIAA CFG43
左記と同等品
430mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 4 夏用ワイパーブレード PIAA CFG30
左記と同等品
300mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 5 冬用ワイパーブレード NWB AS65W
左記と同等品
650mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 6 冬用ワイパーブレード NWB AS40W
左記と同等品
430mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 7 冬用ワイパーブレード NWB AS35W
左記と同等品
350mm 2 本

43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 8 ウォッシャー液 古川薬品工業 14-002
油膜取り配合
4リットル、原液凍結温度-40℃

5 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 9 カーマット ポンフォーム 6279-01-BK
左記と同等品
前席用48cm×65cm、ブラック

2 枚
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

4 10 要 夏タイヤ TOYO TIRES
OPEN COUNTRY
R/T

左記と同等品　225/65R17 102Q
製造年2025年以降（組替,バランス調整、廃タ
イヤ無償引取り）

4 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量



第4号物件：車両用品類（役務含む）

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量

4 11 要 夏タイヤ YOKOHAMA
GEOLANDAR
A/T G015

左記と同等品　225/65R17 102H
製造年2025年以降（組替,バランス調整、廃タ
イヤ無償引取り）

4 本
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２



 

仕  様  書 
（購入数内訳書） 

 

第５号物件 

その他（林道ゲートほか） 

 

 

十勝西部森林管理署 



第5号物件：その他（林道ゲートほか）

例示A（メーカー等） 例示B（品名・品番等） 仕 様 等
グリーン
購 入 法

5 1 要 簡易型林道ゲート用支柱 カワバタ KG-02 左記と同等品 16 基 50 別紙納入先内訳書のとおり

5 2 要 林道ゲート用看板取付金具 カワバタ
KG標示板取付金具
（鋼製ゲートI型用）

左記と同等品 15 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

5 3 リンクチェーン カワバタ U06R
左記と同等品
ユニクロメッキ、定尺30m、φ6.0

3 個
43 十勝西部森林管理署
　　　帯広市東９条南１４丁目２－２

仕　　様　　書（購入数内訳書）

単 位
物 件
番 号

NO.
同等品
事前
申請

納 入 先品 名

品 質 ・ 規 格

数 量



別紙

　第５号物件　その他（林道ゲートほか）

品名及び数量

簡易型林道ゲート用支柱

芽 室 森 林 事 務 所
　〒852-0051
  河西郡芽室町東１条南５丁目２－３

１基

八 千 代 森 林 事 務 所
　〒089-1310
  河西郡中札内村大通北３丁目３

４基

大 樹 合 同 森 林 事 務 所
　〒089-2136
  広尾郡大樹町新通１－３

８基

広 尾 合 同 森 林 事 務 所
　〒089-2624
  広尾郡広尾町並木通東２丁目２

３基

合　　　計 １６基

納　入　先 納　入　先　の　住　所

納　入　先　内　訳　書



会社名：

担当者：

　　TEL：

物品調達の入札に係る同等品の確認等について

物件番号 No. 品名 例示品（品質・規格等） 問い合わせ事項（同等品申請）
署等の
判断

判定 連絡事項

デジタルカメラ A社製　CD-00E B社製　FG-10H

具体的仕様を記載すること（カタログ等添付）
(例） 101

十勝西部森林管理署　総務グループ　経理担当　宛


